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釧路の豊かな自然環境を守りつつ 本市の脱炭素化を加速させることを目的に
脱炭素化に向けて生じている地域課題の解決にも資する戦略を策定した

はじめに

戦略策定の意義

*1：カーボンニュートラル化を指す。二酸化炭素（CO2）に代表される温室効果ガスの排出量から植林や森林管理などによる吸収量を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。

釧路市
再生可能
エネルギー
基本戦略

脱炭素化に
向けた
地域課題

あるべき
姿

乱開発により自然環境が
毀損されている

1

再エネ開発による
地域への裨益がない

2

基幹産業のCN化*1に
向けた道筋が不明瞭

3

再エネと自然環境の
共生

1

地域に裨益する
再エネ事業の実現

2

基幹産業との共生
モデルの確立

3

災害に対するレジリエン
スを高める必要がある

4 災害に強いエネルギー
地産地消供給体制の構築

4
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本市のゼロカーボンシティを実現するカーボンニュートラルシナリオを作成するとともに
必要となる再エネ導入量の目標を推計し 再エネ導入戦略を策定した

はじめに

1. 地域概況 2. カーボンニュートラルシナリオ 3. 再エネ導入目標

再エネ導入
シナリオ

◼ 再エネ全般につ
いて2050年に向

けた再エネの増
加量を再エネ種
別ごとに推計した

3-2
カーボンニュート
ラルシナリオ

◼ エネルギー消費
量及びCO2排出

量の推計値を基
に、脱炭素化に向
けた対応策を、再
エネの利用を中
心に複数立案した

2-2

◼ 人口動態や、
GDP成長率、将

来予想される省エ
ネ性能向上などを
想定し、2050年の

エネルギー消費
量・CO2排出量に
ついて算出した

エネルギー消費
・CO2排出量の
現状と見通し

2-1
地域概況

◼ 釧路市の再エネ
に係る地域特性
を把握するために
必要となる基礎的
事項を整理した

1-1

◼ 具体的な再エネ
導入施策や導入
プロジェクトを立
案した

◼ 再エネ導入目標
実現に向けたロー
ドマップを策定し
た

再エネ導入戦略

4-1

4. 戦略策定

◼ 再エネ種別や、釧
路市周辺の立地
環境や配慮事項、
系統情報につい
て整理した

◼ 再エネ全般につ
いて、賦存量およ
び利用可能量を
再エネ種別ごとに
推計した

再エネ導入
ポテンシャル

3-1

前提条件 導入目標
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エグゼクティブサマリー（1/2）

はじめに

1. 地域概況

◼ 釧路市における年間電力需要は2020年時点で約1,000GWhであり、人口減や省エネ化を背景として近年の電力需要は年平均1.3%
減少している。

◼ 市内には、太陽光発電所が114MW、火力発電への混焼を中心としたバイオマス発電所が85MW、水力発電所が18MWが設置されて
おり、再エネ発電所としては合計で217MW存在する。

◼ ただし、一部電源においてキタサンショウウオ等の希少生物に対する影響が懸念されているほか、輸入バイオマスの比率が高い
ことや石炭との混焼が多いことから、FIT制度終了後に経済性や環境負荷の観点で存続できるかについては課題がある。

◼ 現時点で市内に立地する再エネの発電量では市内の年間電力需要には満たないと考えられることに加え、再エネの多くがPPAや
FIT制度下で地域外に供給されるため、地産地消が実現できていないことも課題である。

2. カーボンニュートラルシナリオ

◼ 釧路市の年間エネルギー消費量は22PJであり、 CO2排出量に換算すると182万トンに相当する。部門別のCO2排出量では、産業
部門が全体の36.2％と最も大きく、次いで家庭部門が23.1%、運輸部門は22.2%、業務部門は18.5%となっている。

◼ 釧路市は、年間CO2排出量を2030年に107トン、2050年に実質ゼロに削減することを目標としているが、BAUシナリオでは、人
口減少等により2030年に124万トン、2050年に86万トンまで減少する見込みであるものの、2050年のカーボンニュートラルが
実現されない可能性がある。

◼ 2050年のカーボンニュートラル実現には、電力セクターで9.5万トン、熱源関連で54.3万トン、運輸セクターで22.1万トンの
CO2排出量の削減が必要であり、2030年に向けた中期的な施策として、需要家への再エネ導入や熱源のガス転換・電化を進め、
2050年に向けた長期的な施策としては電化困難な領域でのEメタンや水素・アンモニアへの転換を進める必要がある。

◼ さらなる施策としては、海洋生態系によるCO2の固定化（ブルーカーボン）や、炭鉱等でのCO2回収・貯留技術（CCS）が挙げら
れ、これらを実施することでカーボンネガティブになる可能性がある。
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エグゼクティブサマリー（2/2）

はじめに

4. 戦略策定

◼ 釧路市における地域課題解決とカーボンニュートラルの両立に向けて、再エネ、CCUS、水素・アンモニア、SAF等のテーマから
地元関係者との対話を通じて12のプロジェクト候補を特定した。

◼ これらプロジェクトは、地元企業を主体に構成される地域裨益型のエネルギー会社によって実行していくべきである。

◼ 各種補助事業を活用し、地域裨益型エネルギー会社の設立やプロジェクト実行を支援する「攻め」と、自然環境との共生に向け
てゾーニングを実施し、再エネ促進・環境保全エリアを設定する「守り」を両立した政策により、地域の脱炭素化を推進すべき
である。

◼ 導入目標の検討にあたっては、希少生物の生息地、開発可否、津波などの事業リスク等を考慮した上で、再エネ種別毎の賦存量
や導入制約を加味し、現実的な目標導入量を定めた。

◼ 太陽光発電では、需要家サイドへの設置ポテンシャルは127MWであり、環境影響が少ないことから導入を促進すべきである。地
上設置型のポテンシャルはより大きいが、導入に際しては環境影響への配慮や周辺住民等との合意形成が不可欠である。

◼ 風力発電は、一般的に風速7m/s以上なければ開発が困難とされており、当該条件を満たす地域は国立公園周辺と水深が深い海域
にしか存在しない。このため、実際の導入に向けては低風速で発電可能な風車や、浮体式風車の実用化が求められる。

◼ バイオマス発電では、輸入バイオマス発電は長期的には減少する可能性があるが、家畜糞尿由来のバイオガスや間伐材等の未利
用資源の活用によるポテンシャルは存在する。

◼ 水力発電では、環境影響の少ない小水力のポテンシャルが5MW程度存在する。

◼ 地熱発電では、ポテンシャル自体は阿寒湖周辺に存在するが国立公園内や近郊に存在しており、実際の導入に際しては慎重な調
整が必要である。また、低温排熱発電の技術開発が進めば、温泉排熱発電の導入ポテンシャルが見込める。

◼ カーボンニュートラルの実現に向けては、まずは環境影響の少ない再エネの導入を促すとともに、併せてゾーニングを経て環境
や住民にも配慮した上で一層の再エネ導入を推進すべきである。将来的には、既存の火力を水素・アンモニアに転換したり、技
術開発を要する新しい再エネ発電設備を導入することで、多様な再エネ電源を導入することが望ましい。

3. 再エネ導入目標
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釧路市再生可能エネルギー基本戦略の策定に際しては 関係各社へのヒアリングと
地元ステークホルダーの参加する策定委員会での議論によって合意形成を図った

はじめに

策定委員会・ヒアリング

策定委員会の概要

2024年 第1回 第2回

日程 10月15日(火) 12月20日(金)

ヒアリング対象

議論事項
◼ 全体スケジュールおよび
戦略（たたき台）の提示・
意見交換

◼ 第1回時の意見を踏まえた
修正案の提示・意見交換

出席者

委員

オブザーバー

事務局

概要業種区分

✓ CCUS事業への展開可能性・意向炭鉱会社

✓ 自社での水素利活用の方向性製薬工場

✓ 再エネ電力利用の方向性食品工場

✓ 再エネ・水素利活用の可能性製紙工場

✓ 再エネ・水素利活用に関する見解宿泊施設

✓ 地元企業における脱炭素ニーズ商工会議所

産業

業務

✓ 釧路地域の取組・地元企業の意向自治体

✓ 新規電源開発の方向性電力会社

✓ 水素供給・PPA事業の可能性ガス会社

✓ 再エネ開発に関する意向デベロッパー

✓ 水素事業への参画意向商社

✓ 地域の水素利活用ポテンシャル研究会

官公庁

電力・ガス

再エネ

商社等

経済団体
等

地元商社

地元炭鉱会社

地元エネルギー会社

コンサルティング会社

釧路商工会議所

釧路港湾協会

釧路市地球温暖化対策地域協議会

北海道大学 大学院工学研究院

一般社団法人釧路水産協会

環境省

経済産業省

国土交通省

北海道

エネルギー会社

釧路市総合政策部都市経営課

釧路市

✓ 各所での水素利活用の可能性輸送事業者



地域概況1.
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釧路市の土地利用状況によれば 一般的な再エネ導入が可能な地目の面積は28千haであり
制約条件等を踏まえ現実的な再エネ導入量を推計した

1. 地域概況

釧路市の土地利用状況*

6.5%

田畑

5.5%

原野

4.2%

牧場

2.7%
宅地

1.7%
雑種地

19.9%
山林

保安林*2

公有地等

釧路市の総面積
136,326 ha*1

*1：国土地理院「全国都道府県市町村別面積調（令和6年7月1日）」、総務省「概要調書等報告書（土地）（平成31年1月1日）」より作成。
*2：釧路市の保安林の面積は不明だが、市の総面積に対して森林面積が約8割を占めるため、非課税地の約8割を保安林と仮定した。

音別地域

阿寒地域

釧路地域

1

2

3

4

5

6

7

1 地域概況 2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定

田畑

原野

牧場

国立公園を除く自然への影響が少ない
場所への再エネ導入

農業に支障のない範囲での
再エネ導入（営農型太陽光）

1

牧草地に支障のない範囲での
再エネ導入（営農型太陽光）

宅地 自然環境を損なわず
かつ市民の生活への影響が少ない

場所への再エネ導入雑種地

2

3

4

5

山林・
保安林

公有地等

1ha以上の開発であれば林地開発許可が
必要であり、国立公園（普通地域除く）で

なければ開発できる場合もある

公有地で問題なく設置できる場所は対象に
入れるが、一般論としては広くはない

6

8

地目 再エネ導入対象

第3章で検討

第3章で検討

公共施設の屋根、
公有地で開発予定
のない空き地など

山林を切り開いてま
で開発することは
適切ではない

検討方針

7

8

一般的に再エネ導入は困難

再エネ導入候補
28,057ha
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◼エネルギー計画を立てる上では現実的な人口推計を採用すべきであることから、2024年5月20日に公表した推
計値（2050年に9.9万人）を採用する。

釧路市の人口は2020年時点で16.5万人であり 2050年には9.9万人まで減少する*3と
推計されているが 13.1万人とする目標*2も設定されている

1. 地域概況

〇 釧路市の人口

*1：国勢調査結果（2000, 2010, 2020） *2：第2期釧路市まち・ひと・しごと創生総合戦略（2030, 2040, 2050） *3：釧路市ウェブサイト「将来推計人口」 （2024年5月20日）
*4：compound average growth rateの略称。複数年にわたる成長率から、1年あたりの幾何平均を求めたもの。

201,566

181,169

165,077

147,714

138,369
130,831

141,612

119,695

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

2000 2010 2020 2030 2040 2050

人

98,544

実績*1

人口将来展望*2（シナリオ①）

2024年5月20日時点の推計*3（シナリオ②）

予測実績

CAGR*4

-1.02%

CAGR

-0.78%

CAGR

-1.72%

21%減
(対2020年比)

40%減
(対2020年比)

1 地域概況 3 再エネ導入目標 4 戦略策定2 CNシナリオ
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◼将来のエネルギー需給予測に使用される内閣府の国民経済計算を参考にすると、2050年の日本の1人あたりの
実質GDPは2020年比で43%増加すると考えられる。

1人あたり実質GDPは一般的に増加することから
2050年では2020年比で人口は40%減だが実質GDPは15%減に留まると想定される

1. 地域概況

383
400

419

490
505

541

598

300

350

400

450

500

550

600

650

700

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

7,712

7,244
6,918

7,236
7,487

7,820

6,477

5,890

4,000

6,000

8,000

2000 2010 2020 2030 2040 2050

6,937

〇 釧路市の1人あたり実質GDP*1

〇 釧路市の実質GDP

（万
円
／
人
）

（億
円
）

*1：内閣府「国民経済計算（2024年7月29日）」より過去投影ケースの1人当たり実質GDP成長率の予測（2033年まで）を2050年まで引き延ばして算出した。

予測実績

予測実績

人口に1人あたり実質GDPを乗じた

実績

人口将来展望（シナリオ①）

2024年5月20日時点の推計（シナリオ②）

13%増
(対2020年比)

15%減
(対2020年比)

2033年内閣府「国民経済計算」
の予測を採用

内閣府「国民経済計算」で示された
2033年の実質GDP成長率（1.0%）を

2050年まで適用した

CAGR 0.46%

CAGR 1.19%
43%増

(対2020年比)

1 地域概況 2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定
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釧路市内に立地する電源は
火力520MW 太陽光114MW 水力18MWで 石炭火力発電所ではバイオマス混焼も実施されている

1. 地域概況

釧路エリアの主な発電所（2020年）* 釧路市 近隣市町村

【軽油】
音別発電所

148MW

【太陽光】
釧路音別太陽光発電所

20MW

【太陽光】
白糠ソーラーパーク

33MW

【家畜糞尿】
白糠バイオマス発電所

6MW

【中小水力】
上飽別発電所

5MW

【中小水力】
飽別発電所

7MW

【中小水力】
徹別発電所

2MW

【中小水力】
蘇牛発電所

4MW

【石炭・バイオマス混焼】
日本製紙釧路工場

88MW
(30%を輸入バイオマス混焼

と仮定)

【太陽光】
SGET釧路鶴野メガソー
ラー発電所15MW

【石炭・バイオマス混焼】
釧路火力発電所

112MW
(30%輸入バイオマス混焼)

【太陽光】

釧路町トリトウシ原野太陽光発電所
15MW

【太陽光】
すずらん釧路町太陽光発電所59MW

【太陽光】
北海道釧路遠野太陽光発電所26MW

廃止予定

2021年に自家発（57MW）は廃止

アンモニア混焼のFS実施予定だが
流動床ボイラーのため実現には
技術的に時間を要するとみられる

148

105

84

18

370 2火力

9太陽光

風力

1バイオマス

水力

地熱

520

114

0

85

0

釧路市の発電容量(MW)

*：各種資料よりEPI作成。 *: 石炭火力発電所にはバイオマスが混焼されているものと想定し、混焼率は30%と仮定した。

【石炭・バイオマス混焼】
王子マテリア釧路工場

37MW+35MW
(30%を製紙スラッジ混焼と仮

定)

国立公園の付近や市街地などに乱立している状態

石炭 その他火力軽油

地上設置 屋根置き

火力混焼 バイオガス

釧路市では風況が悪く導入はされていない

石炭火力への輸入材を用いたバイオマス混焼*及び
牛糞を燃料としたバイオガスが導入されている

阿寒に古くからある中小水力が
リプレイスされ稼働している

阿寒湖周辺にポテンシャルはあるものの
国立公園であること及び地域の意向から

導入は難しい

1 地域概況 2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定
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釧路市内には 約3,000件の太陽光発電所が立地しており
うち野生生物が生息するエリアにおいて 環境配慮に関する課題が生じている

1. 地域概況

太陽光発電所の導入場所（2024年3月末時点） 釧路市 近隣市町村

ＧＰＳＳ４：1,550kW

令清舎：1,000kW

北海道再エネ推進プラットフォー
ム：1,500kW

北海道再エネ推進プラットフォー
ム：990kW

東部開発：1,560kW

京セラＴＣＬソーラー：1,215kW

ヒデ・ハウジング：1,369kW

かがやき開発：813kW

マイティー：800kW

大塚製薬工場：3,300kW

音別環境：499kW×3

ハウジング・サポート・エステート：
499kW

エコパワーＪＰ：20,000kW

マヒユタ：1,990kW

上見ビーソー：1,600kW

グリーンパワーマネジメント：
1,990kW

カイトー商会：1,500kW

阿寒農業協同組合：1,880kW

東部開発：999kW

菱中産業：990kW

SGET釧路メガソーラー：
15,000kW

JFEソーラーパワー：904kW

JAG北海道ソーラー開発：
1,477kW

エイワット：1,999kW

山佐：1,900kW/1,976kW/1,979kW

広葉樹合板：1,920kW

マウントコーポレーション：910kW

ハウジング・サポート・エステート：
1,880kW

神戸物産：1,900kW

五十嵐ホールディングス：
1,990kW

サガミ：987kW

HWソーラーパワー10：
1,000kW/660kW/550kW

高圧(500kW以上を抜粋) 特高

19 12 20 2
586

2,275

件数
(件)

2,914

10,975

23,450

7,622

33,591 35,0009,790
設備
容量
(kW)

120,428

10kW未満 10kW以上50kW未満 50kW以上500kW未満 500kW以上1,000kW未満 1,000kW以上2,000kW未満 2,000kW以上

低圧 高圧 特高

1 地域概況 3 再エネ導入目標 4 戦略策定

環境配慮が課題とされているエリア

2 CNシナリオ



15釧路市再生可能エネルギー基本戦略釧路市

1. 地域概況

◼電化等の新規需要による電力需要の増加可能性もあるものの、まずは1,000GWhを充足させることを目安に地域
の再エネやゼロエミッション電源による地産地消の可能性の検討をすべきである。

釧路市の電力需要は約1,000GWhであり
人口減少や省エネを背景に電力需要は緩やかに低下している

386 344 334

463
426 418

371

328 318

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

GWh

26

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

23

2018 2019

22

2020

1,245

1,121
1,092

省エネ/人口減少による電力需要低下

CAGR -1.3%

家庭 業務 産業 運輸

*1：実績は総合エネルギー統計、都道府県別エネルギー消費統計を基に各種統計データより作成。

電力需要*1

-1.3%を適用

1 地域概況 2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定
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釧路ガスにより市街化区域の6.8万件以上の顧客に天然ガスが供給されており
釧路市の人口の約75%が天然ガスにアクセス可能と考えられる

1. 地域概況

釧路エリアのガスパイプライン（2023年）

釧路市の市街化区域に
天然ガスパイプラインが敷設されている

天然ガスパイプライン
敷設地域*2

68,318

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

件

顧客数*1

41,374

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

千m3

販売量*1

74.1%

ガス利用世帯*4

25.9%

ガス未利用世帯

釧路市
92,222 世帯*3

(2023年12月)

*1：釧路ガス株式会社からの提供情報（2023年度）を基にEPI作成。 *2：釧路ガス株式会社のウェブサイトよりEPI作成。 *3：釧路市統計 *4：顧客数（*1）をそのままガス利用世帯としてカウントした場合

現地関係者

✓ 2015年時点では住宅の約80%がガスを使用している。
✓ パイプラインの敷設地域で、天然ガスを使用していない家庭は、築年数が古く灯油を利用
しているケースが多い。

✓ 10年前ごろに新築された住宅においてはオール電化を採用したケースがあるが、電気料
金が高く、ガスに切り替える住宅が増えている。オール電化では冬の電気代は月10万円
ほどかかるが、ガスに切り替えると月4万円程度に下がる。

1 地域概況 2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定

：LNG受入設備・熱量調整設備

仲浜工場

桜ケ岡工場
（建設中）



カーボンニュートラルシナリオ2.

エネルギー消費・
CO2排出の現状と

見通し

カーボンニュー
トラルシナリオ
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製造業
33.6%

鉱業・建設業

業務
18.5%

家庭
23.1%

自動車
(旅客)
10.4%

自動車
(貨物)
5.1%

鉄道
0.4%

船舶
(内航船)

4.4%

航空
(国内線)

1.9%

農林水産業

製造業
37.2%

業務
12.5%

家庭
20.6%

自動車
(旅客)
12.8%

自動車
(貨物)
6.3%

鉄道
0.4%

船舶
(内航船)

5.1%

航空
(国内線)

2.3%

鉱業・建設業

農林水産業

釧路市のエネルギー消費量は年間22PJ CO2排出量は年間182万トンであり
CO2排出量の内訳は 産業が36%と最も多く 続いて家庭・運輸が各々約20%である

2. カーボンニュートラルシナリオ

釧路市のエネルギー消費量・CO2排出量

最終エネルギー消費量

2018

*環境省の地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアルによれば、指定都市、中核市でない自治体は、鉄道、船舶、航空に関しては、必ずしも算出の必要は無いとされているが、
総合的な戦略策定のため対象に含めた。また、外航船及び国際線は算出対象でないため、対象から除いた。

年間
182万トン*

年間
21,662 TJ*

CO2排出量

産業

家庭

運輸

業務

産業

家庭

運輸

業務

1

2

3

4 1

2

3

4

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

1.1%

1.5%

1.1%

1.6%
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◼畜産系のGHG排出量については、環境省のマニュアルで「特に把握が望まれる」分類とされていないことから、
本調査では算出対象外とした。

環境省のマニュアルでは航空はCO2排出量の算定対象とされていないが
釧路市は運輸の活動量が多いため 本調査では当該CO2排出量も算出対象とした

2. カーボンニュートラルシナリオ

エネルギー起源
二酸化炭素

(CO₂)

メタン(CH4)

一酸化二窒素(N2O)

代
替
フ
ロ
ン
等

ハイドロフルオロ
カーボン(HFC)

パーフルオロ
カーボン(PFC)

六フッ化硫黄(SF6)

三フッ化窒素(NF3)

産業

民生

運輸

産業

製造業

鉱業・建設業

農林・水産業

業務

家庭

自動車(旅客)

鉄道

船舶

航空

製造業

－

－

－

－

－

－

事業活動における石油、天然ガス、石炭などの燃料や
電力、熱などの消費

自動車、鉄道、船舶、航空機の化石燃料や電力などの消費

事務所、店舗、家庭等における石油、天然ガス、石炭などの燃料や
電力、熱などの消費

製造工程で原料から排出されるもの

化石燃料燃焼・漏出、農業(水田、家畜)、廃棄物の埋立・焼却

化石燃料燃焼、農業(肥料、家畜)、廃棄物の焼却、医療ガス(麻酔剤)

カーエアコン、冷蔵庫などの冷媒、工業用エアゾール等

半導体エッチング等

半導体エッチング、変電所等

半導体エッチング等

自動車(貨物)

GHG排出・吸収 区分 主要な発生・吸収源
算出対象*

（中核市の場合）
本事業の

釧路市の算出対象

非エネルギー起源
二酸化炭素

(CO₂) 廃棄物
一般廃棄物 廃棄物の焼却

産業廃棄物 廃棄物の焼却

●

●

●

●

●

●

●

●

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

●

●

対象外

●

●

●

●

●

●

●

●

●

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

対象外

●

●

対象外

*環境省の地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアルより抜粋。

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況
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燃料種別毎のエネルギー消費量は 産業・家庭部門において化石燃料が70%以上を占めており
電力に加え 灯油等の熱源の脱炭素化も検討する必要がある

2. カーボンニュートラルシナリオ

部門別のエネルギー消費量の内訳*

産業

6,538
(76%)

化石燃料

1,967
(23%)

電力
153
(2%)

熱

1,136
(42%)

化石燃料

49
(2%)

再エネ

1,486
(55%)電力

42
(2%)

熱

2,713 TJ

3,266
(73%)

化石燃料

15
(0%)再エネ

1,166
(26%)

電力

17
(0%)

熱

4,464 TJ

5,745
(99%)

化石燃料

82
(1%)

電力

5,827 TJ8,659 TJ

*総合エネルギー統計、都道府県別エネルギー消費統計等を基に各種統計データより算出。

2018

エネルギー
消費量

CO₂
排出量*

業務 家庭 運輸

51
(78%)

化石燃料

14
(21%)

電力
1

(1%)

熱

66 万トン

7
(21%)

化石燃料

27
(79%)

電力

0
(1%)

熱

34 万トン 21
(51%) 化石燃料

21
(49%)

電力

0
(0%)

熱

42 万トン 40 万トン

40
(98%)

化石燃料

1
(2%)

電力

1 2 3 4

主に石炭、重油 主に灯油、天然ガス

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況
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◼脱炭素シナリオでは2030年に向けてガス転換・電化・再エネ導入促進・泊原発再稼働を想定し、2050年に向
けては水素・カーボンリサイクル燃料の使用と更なる再エネ導入による脱炭素化を想定した。

将来推計にあたっては 過去トレンドを継続したBAU（Business As Usual）シナリオと
釧路市が掲げるCO2削減目標を実現する脱炭素シナリオを設定した

2. カーボンニュートラルシナリオ

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

シナリオ設定(1/2)

BAU

シナリオ

脱炭素
シナリオ

家庭

業務

産業

運輸

家庭

業務

産業

運輸

省エネ
人口・GDP

減少
再エネ導入

電力排出
係数減少

ガス転換 電化

マクロ環境変化
脱炭素化

水素・
アンモニア

メタネー
ション

電力 熱源 運輸

電化 合成燃料
水素・

アンモニア

過去トレンド
継続

過去トレンド
継続

過去トレンド
継続

過去トレンド
継続

人口減少

人口減少

GDP減少

人口・GDP

減少

6MW(2030)

12MW(2050)

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

次頁参照

367g/kWh

(2030)

184g/kWh

(2050)

過去トレンド
継続

過去トレンド
継続

過去トレンド
継続

過去トレンド
継続

人口減少

人口減少

GDP減少

人口・GDP

減少

8MW(2030)

88MW(2050)

5MW(2030)

21MW(2050)

5MW(2030)

21MW(2050)

―

―

―

―

―

灯油からガス
へ

灯油からガス
へ

石炭・重油か
ら

ガスへ

―

ヒートポンプ
導入

ヒートポンプ
導入

ヒートポンプ
導入

―

施策A1 施策B1

Eメタン導入

Eメタン導入

Eメタン導入

―

水素転換

水素転換

水素・アンモニア
転換

―

施策B3施策B2

―

―

―

EV導入

施策C1

―

―

―

航空機へ
SAF導入

施策C2

―

―

―

自動車へ水素

船舶へアンモニ
ア転換

施策C3

次頁参照

306g/kWh

(2030)

0g/kWh

(2050)

施策A2

CCS等

―

―

―

―

―

―

―

ブルーカーボン・
炭鉱での貯留

施策D

施策A 施策B 施策C 施策D
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◼脱炭素シナリオでは2030年までに泊原発3号機が再稼働する場合を想定し2030年の電力排出係数を306g/kWh、
2050年にはほくでんが公表している目標の0g/kWhを設定した。

ほくでんの電力CO2排出係数について BAUシナリオでは政府と同様に2030年度に2013年度比で
46%削減とした367g/kWhを 2050年度は2030年度の排出係数をさらに半減した値を設定した

2. カーボンニュートラルシナリオ

*1：実績は北海道電力の公表資料よりEPI作成。 *2：NHK 北海道 NEWS WEB 「泊原発の新たな防潮堤今月工事開始 ３年程度での完成目指す」（2024年3月22日） *3：北海道電力ウェブサイトより

予測実績*1

367

306

2030 2040

184

0

2050

実績 BAUシナリオ 脱炭素シナリオ

2010 2012 2014 2016 2018 2020
0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

600

650

700

750

800

g/kWh

344

681

泊原子力3号機が2030年
までに再稼働するケース

排出係数0g/kWh

実現ケース

泊原子力停止により
排出係数が増加

2013年度

2010年度

2013年度比
46%減

2030年度比
50%減

17年で46%減

20年で50%減

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

シナリオ設定(2/2)

北海道電力は泊原子力3号機の再稼働目標を
2026年12月と表明している*2

北海道電力の目標値*3
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CO2排出量は BAUシナリオでは 過去と同様の省エネが進むことで5% 人口が9.9万人まで減少する
ことで21% 電力排出係数改善により25%減少し 2050年に86万トンになるとみられる

2. カーボンニュートラルシナリオ

BAUシナリオの推計*

（TJ）

エネルギー
消費量

CO₂
排出量*

（万トン）

家庭 業務 産業 運輸

40 34 26

66

18

34

51

21

14

40

34

15

42

24

13

0

50

100

150

200

2018

実績

3

省エネ 人口・GDP変
化

2050

BAU

182

86

省エネ 人口・GDP変
化

2030

BAU

再エネ 電力排出
係数改善

再エネ 電力排出
係数改善

124

6

0

0

6

5,827 4,976 3,782

8,659

2,514

7,796

4,026

6,591

2,713
2,223

1,566

4,464

3,623

2,435

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

省エネ 人口・GDP変
化

2030

BAU

再エネ 電力排出
係数改善

218

14,374

再エネ 電力排出
係数改善

18,618
530

00

21,662

2050

BAU

0

人口・GDP変
化

0

省エネ2018

実績

CAGR

-1.3%
CAGR

-1.3%

CAGR

-3.1%

CAGR

-1.8%

目標値：107万トン

目標値を実現するには
17万トン削減する必要

*非エネルギー起源CO₂を除く。各種データよりEPI推計。

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況



カーボンニュートラルシナリオ2.

エネルギー消費・
CO2排出の現状と

見通し

カーボンニュー
トラルシナリオ
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脱炭素に向けて 電力は再エネ導入を進め 高温熱は重油からガス・Eメタン・水素/アンモニアへの
転換 低温熱は電化を優先し 運輸は乗用車はEV化 長距離トラックは水素への転換が必要である

2. カーボンニュートラルシナリオ

脱炭素方針

182

万トン
(2018)*

52

化石燃料
14

電力

年間
66万トン

21 化石燃料21電力
年間

42万トン

7 化石燃料

27
電力

年間
34万トン

40
石油製品

1

年間
40万トン

1,535

894

46 238
2,713

自動車
4,134

船舶
1,097

航空
505
鉄道
91

5,827

産業

業務

家庭

運輸

36%

19%

23%

22%

CO₂排出量*(万トン)
(部門別)

エネルギー消費*(TJ)
(部門別)

エネルギー消費*(TJ)
(産業・業務・家庭を統合) 脱炭素対応策

*非エネルギー起源CO₂を除く。エネルギー消費は簡単化のため主要用途/主要燃料で表示。

1,967

1,797

3,887

1,003

8,655

炉・バーナーなど 蒸気 温水・調理 電気

1,181

3,283

4,464

電力
4,683

高温熱
5,174

低温熱
5,974

15,831

高温熱

ガスから電化
またはEメタンへ転換

再エネ導入

低温熱

高温熱

低温熱

低温熱

重油等からEメタンへ転換

重油等から水素へ転換

重油等からアンモニアへ転換

灯油・ガスから
ヒートポンプへ転換（電化）

電気自動車へ転換

水素自動車へ転換

アンモニアを使用

合成燃料（SAF）を使用

水素・再エネを使用

主に重油・天ガスを使用

主に灯油・天ガスを使用

主に灯油・天ガスを使用

主にガソリンを使用

調理

電力排出係数の改善

重油等からガスへ転換
施策B1

施策B3

施策B3

施策B2/B3

施策A1

施策A2

ガス導管敷設エリア
(釧路市街化区域)

施策B3

暖房/

給湯

施策B2

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

乗用車

トラック

鉄道

船舶

飛行機

運輸

ブルーカーボン・炭鉱での貯留CCS等

施策C1

施策C1/C3

施策C3

施策C2

施策C3

施策D

ガス導管
非敷設エリア
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BAUシナリオで残る86万トンのCO2をゼロとするには 2030年までに需要家への再エネ導入や
熱源のガス転・電化促進 2050年までに熱源や燃料はEメタンや水素等への転換が必要となる

2. カーボンニュートラルシナリオ

脱炭素シナリオ実現のための施策

CO2排出量

エネルギー起源CO₂排出量
（万トン-CO₂）

124

86

0

50

100

150

200

250

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

107

0

実績 BAUシナリオ 脱炭素シナリオ

過去傾向

何も対策を打たない場合
（BAUシナリオ）

脱炭素施策を実行する場合
（脱炭素シナリオ）

182

次頁参照

96万トン
削減

86万トン
削減

2018
58万トン
削減

17万トン
削減

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

BAUでは目標値に到達しない

釧路市目標値

次々頁を参照

脱炭素
シナリオ
の施策

電力

熱源

運輸

BAU

省エネ・
人口減

人口動態変化など

熱源のガス転換

再エネ導入（自家消費）

電力排出係数の低下

Eメタン・水素等への転換

再エネ導入（PPAモデル）

施策A1

施策A2

96万トン

1.4万トン

熱源の電化施策B2

運輸の電化施策C1

施策B1

58万トン

0.4万トン

9.6万トン

施策B3

施策A1

合成燃料への転換施策C2

水素・アンモニアへの転換施策C3

5.3万トン

0.7万トン

1.3万トン

8.1万トン

32万トン
2.3万トン
20万トン
4.2万トン
1.9万トン
16万トン

ブルーカーボン・炭鉱での貯留・利用施策D ＋α

＋α

CCS等
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2030年の釧路市のCO2削減目標を達成するには
積極的なガス転換・電化/再エネ導入をした上で泊原発の再稼働が必要となる

2. カーボンニュートラルシナリオ

脱炭素シナリオ（2030年）

（TJ）

（万トン）

19,000

18,000

0

22,000

21,000

20,000

2018

実績
排出係
数改善

2030

BAU

再エネ省エネ 排出係
数改善

人口・GDP

減少
ガス転換 2030

脱炭素
化石燃料 電化 化石燃料再エネ 電化

21,662

18,618

17,286

化石燃料 再エネ 電力 熱

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

2030

脱炭素
電化化石燃料電化化石燃料ガス転換排出係

数改善
再エネ2030

BAU
排出係
数改善

再エネ人口・GDP

減少

182

124

107

省エネ2018

実績

エネルギー
消費量

CO₂
排出量*

58万トン削減

*非エネルギー起源CO₂を除く。各種データよりEPI推計。

17万トン削減

釧路市の2030年度の
CO2削減目標を実現

産業・業務・
家庭・運輸 再エネ追加導入

6MW
(住宅PV)

14%減

ヒートポンプ導入

過去トレンドの
継続

32%減

電力排出係数：
367g/kWh

(2013年度比46%減)
電力排出係数：

656g/kWh

14%減

電力排出係数：
306g/kWh

(泊原発再稼働を想定)

再エネ追加導入
12MW

(住宅・業務・産業PV)

2030

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

EV導入

7%減

マクロ環境変化
脱炭素化

電力 熱源 運輸施策A 施策B 施策C
2018

電力 BAU

2030
脱炭素
2030

省エネ
人口・GDP

減少
再エネ

電力排出
係数減少 ガス転換 電化 電化再エネ

電力排出
係数減少

6.3%減

7.7%減 1.0%減

0.8%減

3.0%減

2.4%減

11.6%減

9.7%減 0.2%減

18.9%減 0.3%減
4.3%減 0.5%減
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2050年に釧路市のカーボンニュートラルを実現するには 電化が困難な領域に対して
合成燃料・メタネーションや水素・アンモニアで代替していく必要がある

2. カーボンニュートラルシナリオ

脱炭素シナリオ（2050年）

（TJ）

（万トン）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2050

脱炭素
合成燃
料・水
素/アン
モニア

化石
燃料

電化 ブルー
カーボ
ン・炭
鉱貯留

メタネー
ション・水
素/アンモ
ニア

化石
燃料

電化化石
燃料

ガス転換排出係
数改善

再エネ 再エネ2050

BAU
排出係
数改善

人口・GDP

減少
化石
燃料

省エネ2018

実績

21,662

14,374

10,693

150

200

0

50

100

電化化石
燃料

ガス転換排出係
数改善

再エネ2050

BAU
排出係
数改善

再エネ人口・GDP

減少
省エネ2018

実績
化石
燃料

化石
燃料

電化 合成燃
料・水
素/アン
モニア

メタネー
ション・水
素/アンモ
ニア

ブルー
カーボ
ン・炭
鉱貯留

化石
燃料

182

86

2050

脱炭素

エネルギー
消費量

CO₂
排出量*

*非エネルギー起源CO₂を除く。各種データよりEPI推計。

2050化石燃料 再エネ 電力 熱 合成燃料 メタネーション 水素・アンモニア ブルーカーボン・炭鉱貯留

エネルギー・CO2 CNシナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

34%減

再エネ追加導入
117MW

(住宅・業務・産業PV)

26%減

産業・業務・
家庭・運輸

過去トレンド
継続

3.5%減

30.2%減

再エネ追加導入
12MW
(住宅PV)

ヒートポンプ導入 EV導入

22.8%減 2.8%減電化が困難な領域は
メタネーションや

水素・アンモニアで代替

長距離輸送は
合成燃料や

水素・アンモニアで代替

96万トン削減

86万トン削減53%減

電力排出係数：0g/kWh
電力排出係数：

656g/kWh

電力排出係数：184g/kWh
(BAU2030年度比50%減)

4.6%減

21.4%減

0.1%減

26.5%減
2.7%減

1.6%減 9.5%減
37.2%減

22.7%減

4.9%減 20.8%減

100%減

脱炭素からカーボン
ネガティブにもなり得る

マクロ環境変化
脱炭素化

電力 熱源 運輸施策A 施策B 施策C
2018

電力 BAU

2030
CCS等

省エネ
人口・
GDP

減少
再エネ

電力排出
係数減少 ガス転換 電化 電化再エネ

電力排出
係数減少

メタネーション・
水素/アンモニア

合成燃料・
水素/アンモニア

脱炭素
2030



再エネ導入目標3.

再エネ導入
ポテンシャル 再エネ導入

シナリオ
前提条件 導入目標
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自然環境・開発可否・事業リスク・送電線から再エネ導入候補地を検討し
日射・風況等の賦存量及び導入率から再エネ導入目標を設定した

3. 再エネ導入目標

再エネ発電導入候補地域

導入候補地の検討プロセス例

次節参照

前提条件 導入目標 導入シナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

次頁参照

該当箇所再エネ導入シナリオ検討イメージ

次節参照

再エネ導入目標

事業リスク

開発可否

• 国立公園
• 保安林など

• 津波など

希少生物

• チュウヒ
• キタサンショウウオ
など

送電線

• 空き容量など

考慮すべき事項

再エネ賦存量・導入率

：保全区域（希少生物）
：開発禁止区域
：津波浸水想定区域
：市街化地域

：保全区域（希少生物）
：開発禁止区域
：津波浸水想定区域
：市街化区域

配慮が必要なエリア

ⅰ

ⅱ

ⅲ

ⅳ
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国立公園の周囲・馬主来沼・市街化調整区域・津波被害の想定される海岸沿いは
配慮の必要性があるものとし それ以外の地域から再エネ導入量を推計した

3. 再エネ導入目標

再エネ導入にあたり配慮が必要なエリア

特別保護地区

特別保護地区

第1種特別地域

第2種特別地域

第3種特別地域

国立公園

普通地域

鳥獣保護区

国指定
鳥獣保護区

保安林（国有林）
開発制限

保安林（民有林）

前提条件 導入目標 導入シナリオ3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

配慮が必要なエリア
阿寒摩周
国立公園

釧路湿原
国立公園

2 CNシナリオ
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◼ 2MW以上の再エネを系統に接続する場合は系統混雑時に出力制御が発生する可能性のあるノンファーム型の
接続となる。

釧路エリアの特高の電力網には空き容量が無く
ノンファーム型での接続が必要となる

3. 再エネ導入目標

〇 釧路エリアの特高系統

*系統線の配置は環境省REPOS(再生可能エネルギー情報提供システム)より作成。空き容量情報は北海道電力ネットワークの公表資料より作成。

送電線（275-100kV） 変電所

105

西春別線
(0MW)

104

釧路北線
(0MW)

106

釧路幹線
(0MW)

No. 送電線名 電圧 回線
空き容量

(MW)

特高
(187kV

以上)

103 道東幹線 187 2

104 釧路北線 187 2

105 西春別線 187 2

106 釧路幹線 187 2

0

0

0

0

特高
(110kV

以下)

高圧

釧路エリアではすべて空き容量無し

情報非開示のため空き容量不明

103

道東幹線
(0MW)

東釧路宇円別

前提条件 導入目標 導入シナリオ3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況 2 CNシナリオ



再エネ導入目標3.

再エネ導入
ポテンシャル 再エネ導入

シナリオ
前提条件 導入目標
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再生可能エネルギー基本戦略の策定にあたり
太陽光発電 風力発電 バイオマス発電 水力発電 地熱発電の導入ポテンシャル*を推計した

3. 再エネ導入目標

再生可能エネルギーの種類

前提条件 導入目標 導入シナリオ3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

太陽の光エネルギーを太陽電池により電気に変換する。
建物の屋根や空き地など、多様な場所へ設置可能。

風のエネルギーで風車を回転させて得られる動力を発電機により電気に変換する。
太陽光と設置適地や発電パターンが異なり太陽光と組み合わせた普及が望まれる。

動植物に含まれる有機性資源を電気や熱エネルギーに変換する。
廃棄木材、農作物残渣、汚泥・家畜糞尿などの未利用資源を活用できる。

水の持つ位置エネルギーを利用して、落水や流水により水力で羽根車を回し、
得られた動力を発電機で電気エネルギーに変換する。

地熱によって生成された水蒸気により発電機に連結された
蒸気タービンを回すことによって電力を発生させる。

風力発電

バイオマス発電

太陽光発電

水力発電

地熱発電

*:釧路市内、周辺海域（沖合）において、日射量、平均風速、河川流量や現時点での土地用途や制約要因を考慮して、理論的に導入が期待されるエネルギー資源量を算出。
再エネ導入促進に向けては、技術開発や環境影響が少ない用地の確保、再エネ電力を送電する電力系統の十分な空き容量、関係者との合意形成等、更なる考慮が必要となる。

A

B

C

D

E

2 CNシナリオ
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◼大規模な造成等が不要で環境影響が少ないエリアに導入できる可能性があり、具体的には遊休地等の未利用地
や営農型による牧草地、高台エリアの遊休地や建物の屋根上などが挙げられる。

太陽光発電には大きな導入可能性が存在するが
実際の導入には自然環境への配慮や 周辺住民等との合意形成が不可欠である

3. 再エネ導入目標

〇 太陽光発電*

*:日射量マップは環境省REPOS(再生可能エネルギー情報提供システム)より作成。住宅は戸建て住宅を対象に2030年に新設60%、2050年に新設100%が太陽光発電を導入し、既設についても毎年1%の割合で太陽光発電が導入されると想定した。公共は公共施設の各々の延床面
積に環境省の導入ポテンシャル調査で使用された設置係数を乗じて算出した。商業/産業は公共と同程度のポテンシャルを見込んだ。 *2: 賦存量は環境省REPOS 自治体再エネ情報カルテにおけるポテンシャル値。

日射量1,000W/m2以上

114

731

450

127

0 100 200 300 400 500 600 700 800
MW

既設
太陽光

10
未利用地
（遊休地等）

牧草地等
（営農型）

30高台

需要家
(屋根置き等)

合計

1

2

3

4

前提条件 導入目標 導入シナリオ3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

A

既設 ポテンシャル

未利用地（遊休地等）

牧草地等（営農型）

需要家（屋根置き等）

未利用地（遊休地等）

牧草地等（営農型）

高台

需要家（屋根置き等）4

3

2

1

4

2

1

候補エリア

候補エリア

現実的
な導入
ポテン
シャル

賦存量
*2

698

4,290

3,591

MW

建物系

土地系

• 賦存量自体は大きいが合意形成が図れる量の
見極めが必要

ポテンシャルのうち
ゾーニング等が必要なもの

2 CNシナリオ
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◼陸上風力は一般的に風速7m/s以上、洋上風力は8m/s以上でなければ開発が困難とされており、当該条件を満
たす地域は、国立公園周辺と水深が深い海域にしか存在しない。

◼低風速で発電可能な中小型風車や浮体式風車が実用化した場合は、一定の導入ポテンシャルが見込める。

風力発電は 現時点では国立公園周辺や水深が深い海域にしか開発に適したエリアがないが
低風速で発電可能な風車の開発や 浮体式風車の利用によっては導入ポテンシャルが見込める

3. 再エネ導入目標

〇 風力発電*

MW

陸上風力

洋上風力

*風況マップは環境省REPOS(再生可能エネルギー情報提供システム)より作成。 *2: 賦存量は環境省REPOS 自治体再エネ情報カルテにおけるポテンシャル値。

6.0-6.5m/s5.5-6.0m/s 6.5-7.0m/s 7.0-7.5m/s

7.5-8.0m/s 8.0-8.5m/s 8.5-9.0m/s 9.0m/s以上

✓ 風況が良い場所は国立公園内であり、
開発は困難

✓ 風況が良くない大部分の地域におい
ては、風車の技術開発次第では一定
のポテンシャルが見込める

✓ 漁業への配慮が必要であり、開発に
おいては慎重な調整が必要

✓ 水深が深いため、浮体式の風車が必
要

風況の良い場所は
国立公園周辺に存在

風速が8m/s以上の海域は
水深が200m以上と深い

B

前提条件 導入目標 導入シナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

現実的
な導入
ポテン
シャル

賦存量
*2

4,847
MW

陸上風力

• 賦存量自体は大きいが風況が良い場所は国立公園内に
あり開発は困難。その他地域は風況が良くはないため経
済性の担保が課題

• REOPOSには洋上風力の賦存量の記載はない

技術開発や合意形成が進めば
導入可能性があるもの
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◼釧路市内における未利用資源としては、家畜ふん尿由来のバイオガスや間伐材、新設予定の製材所からの端材
などが考えられ、これら未利用資源の発電等への利用は検討すべきである。

既存バイオマス発電所は 輸入バイオマスかペーパースラッジを用いているが
前者はFIT価格 後者は製紙需要の観点から 大幅な導入拡大は困難とみられる

3. 再エネ導入目標

〇 バイオマス発電*

釧路市
（釧路・阿寒）

釧路市
（音別）

白糠町

鶴居村

釧路町

標茶町

厚岸町

123

36

60 22

0 20 40 60 80 100 120 140
MW

3

1
既設

バイオマス

2
家畜糞尿
（牧場等）

未利用材
（間伐材等）

合計

1

2

火力混焼（ペーパースラッジ等）

火力混焼（輸入バイオマス）

火力混焼（生ごみ等）

火力混焼（未利用材）

バイオガス

火力混焼
（ペーパースラッジ等）

火力混焼
（輸入バイオマス）

家畜糞尿

73%

乳用牛

27%

肉用牛

家畜
19,702 頭

1

29%

20%
19%

14%

13%

6%

釧路市

標茶町
白糠町

厚岸町

鶴居村

釧路町

林野面積
359,748 ha

主要伐採林の
伐採量

68%

22%

9%

トドマツ

エゾマツ

カラマツ

伐採量
415,549 トン/年

(標準伐期齢を
適用した場合)

釧路市中心部から半径50km圏内の市町村を対象に
収集可能な間伐材から発電可能な容量を算出

2

*家畜糞尿は牛乳用牛・肉用牛を対象にバイオガス発電可能な容量を算出した。未利用材は、主要伐採林であるトドマツ、エゾマツ、カラマツについて、森林整備計画書で定義されている標準伐期齢を適用した場合を想定し、木材収集において一
般的に経済性が成立するとされている半径50km圏内の近隣市町村から、それら木材を収集することで発電可能な設備容量を計上した。 *2: 賦存量は環境省REPOS 自治体再エネ情報カルテにおけるポテンシャル値。

C

前提条件 導入目標 導入シナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

現実的
な導入
ポテン
シャル

賦存量
*2

乳用牛の家畜糞尿のうち
50％程度がエネルギー

としては未利用

半径50km圏内の市町村
から収集可能な間伐材
(白糠バイオマス向けの
供給材は除いた)

150
千m3/年

発生量(森林由来分)

1,152,180
GJ/年

発熱量(発生量ベース)

• 環境省REPOSにはMWベースの賦存量の記載がないこ
とから、熱量ベースの賦存量を記載した
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100kw未満

1,000-5,000kw 5,000-10,000kw 10,000kw以上

100-200kw 200-500kw 500-1,000kw

◼阿寒地域の河川には北海道電力が1920年代に開発し2020年代にリプレイスされた数十MWの水力が稼働して
おり、それ以降の開発はなされていない。

◼同地域の河川において、環境影響が小さい小規模発電所の導入ポテンシャルは存在する。

水力発電は 阿寒町周辺に導入ポテンシャルが存在するが 中規模の開発は困難な可能性があり
環境影響が小さい小規模発電所については 導入ポテンシャルがある

3. 再エネ導入目標

〇 水力発電*

*環境省REPOS(再生可能エネルギー情報提供システム)より作成。 *2: 賦存量は環境省REPOS 自治体再エネ情報カルテにおけるポテンシャル値。

【中水力】
上飽別発電所

5MW

【中水力】
飽別発電所

7MW

【中水力】
徹別発電所

2MW

【中水力】
蘇牛発電所

4MW

国立公園内の
開発は困難

D

前提条件 導入目標 導入シナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

現実的
な導入
ポテン
シャル

小水力
の

賦存量
*2

5

5
MW

河川部

0農業用水路

• 小水力の賦存量であり、既設の中規模水力分は含まれな
い。

18

23

5

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24
MW

既設

小水力

合計

4発電所ともにリプレイスされ
FIT認定を取得している

合意形成が進めば
賦存量相当の小水力が

導入可能とした

要合意形成既設
ポテンシャルのうち
ゾーニング等が必要なもの
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0.2-1MW /k㎡
1kW /k㎡
-200kW/k㎡

1-4MW /k㎡ 4-10MW /k㎡

10-15MW /k㎡ 15-30MW /k㎡ 30MW /k㎡以上

◼既に温泉排熱を利用した温水のプレヒートは実施されており、低温排熱発電の技術開発が進めば、温泉排熱発
電の導入可能性がある。

地熱ポテンシャルは 阿寒湖周辺に存在するが 国立公園内もしくは近隣であることから
開発にあたっては 慎重な調整が必要である

3. 再エネ導入目標

〇 地熱発電*

*環境省REPOS(再生可能エネルギー情報提供システム)より作成。 *2: 賦存量は環境省REPOS 自治体再エネ情報カルテにおけるポテンシャル値。

MW

フラッシュ式

バイナリー式

E

前提条件 導入目標 導入シナリオ2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

✓ ポテンシャル自体は存在するが、
国立公園内や近隣であるため開
発においては慎重な調整が必要

✓ ポテンシャル自体は存在するが、
国立公園内や近隣であるため開
発においては慎重な調整が必要

✓ 低温排熱発電の技術開発が進め
ば、導入可能性がある

現実的
な導入
ポテン
シャル

賦存量
*2

460
MW

地熱

• 一定の賦存量は存在するが、国立公園内や近隣にある
ため、開発には慎重な調整が必要

技術開発や合意形成が進めば
導入可能性があるもの
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検討の結果 釧路市の再エネ導入ポテンシャルは 数百MW～1GW程度と考えられるが
実際の導入には 自然環境への配慮はもちろん 周辺住民との合意形成や技術開発が必要である

3. 再エネ導入目標

再エネ導入ポテンシャル*

前提条件 導入目標 導入シナリオ3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

114

85

217

127

36

490

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000
MW

2

5
18

既設のバイオマス混焼は輸入バイオマス及びペーパースラッジが大部分を占めており、
卒FIT後の事業継続性には課題がある。水素やアンモニア混焼への切り替えが必要

*既設は2020年12月末時点で導入されている設備。バイオマス発電は既存の石炭火力に30%のバイオマス混焼がなされていると仮定したもの。

阿寒湖の地熱ポテンシャルは大きいが、国立公園内であるため、開発にあたっ
ては慎重な調整が必要。温泉排熱を使った温水のプレヒートは既に実施されて
おり、技術開発が進めば温泉排熱による発電の可能性がある

A

B

C

D

E

太陽光発電

風力発電

バイオマス発電

水力発電

地熱発電

水電解による水素製造

余剰電力の蓄電

ブルーカーボン

炭鉱への貯留

風況の良い場所は国立公園内もしくは水深が深い海域に限られるため、低風速でも発
電可能な中小風車や、浮体式洋上風車の技術開発が必要

再エネの余剰電力が生じた際には水電解による水素製
造やEV・蓄電池への充電に活用できる

電化・熱源転換等でも削減が困難なCO2排出に対して
はCCSが有効な削減手段となり得る

再
エ
ネ

合計

未
活
用
分
（余
剰
分
等
）

H
a
rd

-to
-

a
b
a
te

対
策

既存の発電所に加えて、環境影響の少ない小規模
水力については導入可能性がある

水素・
蓄電

CCS

ポテンシャルは大きいが、実際の導
入にあたっては、自然環境への配
慮と周辺住民との合意形成が必要

217 165 495
ポテンシャルの内、ゾーニング等を要するもの低環境影響ポテンシャル

ポテンシャルの内
技術開発を要するもの

既設

既設 太陽光
（屋根置き）

太陽光
（地上設置）

バイオマス
（未利用材）

バイオマス
（家畜糞尿）

小水力 想定ポテンシャル技術開発等が進めば
導入可能性があるもの

2 CNシナリオ



再エネ導入目標3.

再エネ導入
ポテンシャル 再エネ導入

シナリオ
前提条件 導入目標
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環境影響の低い建物設置型太陽光などを推進しつつ
ゾーニングや技術開発 水素・アンモニアの導入でカーボンニュートラルを目指す

3. 再エネ導入目標

脱炭素火力及び再エネ種別の導入シナリオ

前提条件 導入目標 導入シナリオ3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

再エネ
導入
シナリオ

[MW]

114

127

490

60

200

85
18

既設

38

環境影響の少な
い再エネ

5

ゾーニング等を
経て導入可能な

再エネ

輸入バイオ
マスFIT終了

水素・アン
モニア専焼

技術開発を要す
る再エネ

合計

217

165

釧路市の
電力需要目安

示唆②

市内の再エネ発電量は
現時点では電力需要に

満たない

太陽光

風力

バイオマス

水力

地熱

水素・アンモニア 需給調整や
熱源の

脱炭素化に
使う

ゼロエミ電力

ゾーニング等による
追加導入で

市内の需要を満たす
発電量を得られる

余剰電力は
需給調整のために

蓄電したり
水素等の製造により
セクターカップリング

に活用する

導入
ステップ

示唆① 示唆③

• ゾーニングにより大規模再エネの適地を整理できれば
導入量が伸びる

示唆①

• 現状は輸入バイオマス火力が多いがいずれ水素・アン
モニア火力への転換が必要

示唆②

• 釧路で風力や地熱を導入するためには新技術の開発
や合意形成が必要

示唆③

ゾーニングによる導入量は
仮定値。実際にはゾーニン
グを経て精査されるもの。

仮定値

ゴールSTEP 3STEP 2STEP 1現在

輸入バイオマスを除くケース

輸入バイオマスを含むケース

2 CNシナリオ



戦略策定4.
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地域課題の解決とカーボンニュートラルが両立したビジョンの実現に向けて
具体的なプロジェクトとそれを実現する政策より構成される再エネ基本戦略を作成した

4. 戦略策定

基本戦略の要素

2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

プロジェクト
推進

自然環境
の保全

C ビジョンの実現

目指すべき
絵姿

ロードマップ

地元企業による
地産地消の実現

釧路の豊かな
自然環境の保護

C-2C-1

B 政策

地元主体のプロジェクトを
官民連携でサポート

ゾーニングで開発を
抑制するエリアを明示

攻め

守り

A プロジェクト

A-2

―

プロジェクト 実行方法

A-1 A-2
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地元関係者等へのヒアリングやディスカッションを通じて
釧路市のカーボンニュートラルに資する12のプロジェクト候補を特定した

4. 戦略策定

プロジェクトの組成

脱炭素化に資する事業

2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

テーマ 場所 プロジェクト

炭鉱CCUS高台CCUS

カーボンニュートラルポート港湾水素・アンモニア

地産地消×水素市街地水素

地産地消×バイオマス
(木質バイオマス由来)

市街地SAF

営農型太陽光発電空港周辺再エネ＋蓄電池

太陽光発電
（未利用地の活用）

高台再エネ＋蓄電池

太陽光発電
（屋根上・カーポート）

市街地再エネ＋蓄電池

ゼロエミッション観光阿寒湖再エネ・水素

地産地消×水素音別町水素

畜産バイオガス阿寒町再エネ

ブルーカーボン海域CCS

アンモニア混焼発電高台アンモニア

A-1

A1. PJ組成 A2. 実行方法

A. プロジェクト
B. 政策 C. ビジョン

北海道全域

位置図

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅰ Ⅲ

Ⅲ

Ⅱ

1

2

3

4

5

6

7

10

8

9

11

12

釧路港

5

6

9

7
11

1

4

2

3108
12
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脱炭素化と地域課題の解決を両立するためには 提案されたプロジェクトを
地元企業を主体とする地域エネルギー会社が実行することが望ましい

4. 戦略策定

地域裨益型エネルギー会社によるプロジェクト実行

2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

乱開発により自然環境が
毀損されている

1

再エネ開発による
地域への裨益がない

2

基幹産業のCN化*1に
向けた道筋が不明瞭

3

再エネと自然環境の
共生

1

地域に裨益する
再エネ事業の実現

2

基幹産業との共生
モデルの確立

3

脱炭素化に
向けた
地域課題

あるべき
姿

災害に対するレジリエン
スを高める必要がある

4 災害に強いエネルギー
地産地消供給体制の構築

4

地域企業等

地域需要家

出資

電力・ガス供給等

地域エネルギー会社

*1：カーボンニュートラル化を指す。二酸化炭素（CO2）に代表される温室効果ガスの排出量から植林や森林管理などによる吸収量を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。

A-2

A1. PJ組成 A2. 実行方法

A. プロジェクト
B. 政策 C. ビジョン
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釧路市は 各種補助事業の活用や ゾーニングによる保全・促進エリアの設定を行い
“攻め”と“守り”を両立した政策によって地域の脱炭素化を促進する

4. 戦略策定

政策による促進

2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

B

A. プロジェクト B. 政策 C.ビジョン

プロジェクト推進

プロジェクトの実施にあたっては、釧路市として地元企業との官民連携により、国からの補助金等を活用することでバックアップする

プロジェクト 地域エネルギー会社 補助事業の活用

攻め

A-1 A-2

プロジェクトの実行を釧路市としても官民連携で支援する

自然環境との共生守り 「再エネ促進エリア」と「環境保全エリア」を設定しメリハリを利かせる

ゾーニングの実施 ゾーニングマップの継続的な更新
メリハリの利いた

環境保護とプロジェクト推進の実現

Step3Step2Step1

再エネ促進エリア

環境保全エリア

上記プロジェクトの推進

豊かな自然環境の保護

プロジェクト
A

プロジェクト
B

プロジェクト
C
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地域裨益型のエネルギー会社を中心に
釧路市の地域課題の解決とカーボンニュートラルを実現するビジョンを策定した

4. 戦略策定

目指すべき絵姿（ビジョン図）

2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

C-1

A. プロジェクト B. 政策
C1. 絵姿 C2.ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

C. ビジョン実現

牛舎

発酵タンク

営農型太陽光

水電解装置

製紙工場

卒FIT太陽光

製材工場

EVゴミ収集車

EVバス

自動運転タクシー

清掃工場

炭鉱

アンモニア船

病院

ソーラーカーポート

太陽光

ゼロ
エミッション火力

阿寒湖

←

鶴丘

音別←

アンモニアタンク

旅館

大規模工場

釧路空港

ゼロエミ空港

地産地消水素・再エネ

ゼロエミ観光

ZEB化

カーボン
キャプチャー

CCUS

水素利活用

バイオマス系PJ(SAF製造等)
畜産バイオガス供給

市役所

ZEB化

アンモニア専焼

ゾーニングによる
新規電源開発

ブルーカーボン

地域裨益型エネルギー会社

自然との共生

CNポート
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掲げたビジョンの段階的な実現に向け
実施すべき施策をロードマップとして定めた

4. 戦略策定

ロードマップ

再エネ

水素・アン
モニア・

SAF

CCUS

政策B

戦略

時間軸

～2050年～2040年～2030年

ゾーニングの実施、
促進・保全エリアの設定

地域エネルギー会社による再
エネ地産地消の促進
（人材育成含む）

地元企業を中心とした
促進エリアでの開発・維持管理

乱開発の抑制、
再エネ利活用の活性化

炭鉱CCUSに関する
FS・実証事業の実施

炭鉱CCUS

事業モデルの検討
次世代炭鉱事業の
確立

水素利活用に関する
FS・実証事業の実施

地元企業による
水素利活用の促進

アンモニア混焼
発電の開始

発電・産業熱の転換・
脱炭素化の実現

公共施設における
再エネ利活用

公共施設の
ゼロエミッション化

公共施設における
水素利活用

釧路の豊かな自然環境と
再エネの共生

2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

カーボンニュー
トラルの実現

港湾における
水素・アンモニア
利活用の検討

ブルーカーボン
事業モデルの検討

ブルーカーボン事業
の確立

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

A

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

畜産バイオガスに関する
FS・実証事業の実施

C-2

A. プロジェクト B. 政策
C1. 絵姿 C2.ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

C. ビジョン実現
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ロードマップの確実な履行に向け
KPIを掲げ進捗モニタリングを行う

4. 戦略策定

管理指標（KPI）

Ⅰ

戦略 管理指標項目テーマ

Ⅱ

Ⅲ

再エネ

官民連携プロジェクトの組成 2027年度までに補助事業へ1件応募

プロジェクト

ゾーニングの実施
2025年度に着手し

2027年度までにマップをウェブで公開

政策

CCUSプロジェクトの実行件数 2030年度までに1件の実証事業を実施

水素利活用プロジェクトの実行件数 2030年度までに1件の実証事業を実施

CCUS

水素・アンモニア

公共施設での再エネ利用件数
（電力・ガス含む）

2030年度までに5施設で利用

市有地・公共施設への
太陽光発電設備導入件数

2030年度までに5地点へ導入

A

B

市の次世代自動車導入台数 2030年度までに10台導入

2 CNシナリオ 3 再エネ導入目標 4 戦略策定1 地域概況

A. プロジェクト B. 政策
C1. 絵姿 C2.ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ

C. ビジョン実現

再エネ
CCUS

Ⅰ Ⅱ

再エネⅠ

C-2
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